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Ⅰ　発展途上国におけるナショナリゼーションの現状
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本陥でいう「十 ：／ 3ナリゼ－＞ 3 :_, J l土．強い

ていえば「国民化」である。使用十る人に上 rゾと

この用語の意味は異なるが，少なくとも従来の「［司

有化」を包摂する広い概念、である。

, Iヨ有化」の定義はまた困難であり，国有化実施

の主体が中央政府もしくは地方政府であるもし川

般全

本稿i土，近年発展途上国におし、てひん発する｜十

ショナリゼーションjの問題を究明する日IYJで，

fメキシカナイゼーシヲンjを一つの典型的なケ

ースとしてとりあげたものである（il1）。主要国に

おける［トショナリゼーション」の比較分析の枯

し、ずれ別の機会に報告することに果については，

特定産業部門

わたるものと個別企業を対象とずるιの，全面的
なものと部分的なもの，補償ーを｛オ＇－－） ものと無償の

もen，経済Hff--Jのものと政治的・軍事的なもの，

主たは政府機関であるもの，する。

なお，本語作成のために実態調査の機会を与え

られた通商産業省産業政策局国際企業i乱

投資家・投資母国と投資受入れ同との紛争になる

ものとならないものなど，複雑多岐にわたる。し

「固有化J(nationalization), そのどれ祢も

か九「収用」（ほI〕ropriation），「没収－~ (confiscation) 

「徴発」（requisition）たどに至る士で10種あまりあ

たが／〉て，

易振興会調査部，同メキシコ機械センターおよび

在メキシコ日系企業の方がたに，心から感謝の立

を表したい。

（注 1) 執筆にあた〉て判定（i1Jt-'（＇「代！アニ次い資朴

は，本日？よりも若i詳細な個所 i，あ乙。 MJi今；fr二l、「戸

キシカナイィ，＿＿ンョン』 （経治i4』)j ぷ fr ι；；，~； I付＇ttii

No. 49一6〕アシ； T経済luf'ft'.司1 1975if 7リ／－ C,'  

日本貿
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最近使用される「国民化j(nationalization）とか

「現地化 J(indigenization）目、う用語は，少なく

とも上部の国有化のほかに外国投資家の株式・持

分等の出資分が受入れ国間民に移転される現象も

含んでし、るc さらにまた‘ r i事業参加J(pa山ιipa-

tion）と称し C/1＼資を除く他のヱクイティまたは出

資を含むエクイティに受入れ国政府が参加してく

る現象を含むことが多い。

さらに，この「国民化」；こは，外国投資家iこ対

する受入れ悶政府の外資政策の変更，フェイド・

アウト（fade-out，出資分の漸次移譲）（注1），国産化強

制，借入れ制限，内国民雇用強制，輸出強制，価

格統制！などが同時併行して適用されゐことが多

し、。

こうした措置を，たとえばメキシコ政府がとれ

ば，それを「Jキシカナイゼー乙ョンJ(:¥lex i caniza・

tion）とII手ぶ L，ベノレーがとれぽ，［ベルー L::''.，－ナ

イゼーション」（Peruvianization）となるわけであ

る。こうした広義の国民化から生ずる受入れ同政

府と外国投資家との間の摩擦は，おそらくここ10

年で数千件にのぼるものと思われる。

国連経済社会理事会も，74年9月に，『天然資源

に対する恒久主権』（ドキュメントA/9716)（注2)

のなかで，国連事務局が収集した限りの情報でこ

うした広義の国民化の調査結果を発表したが，こ

れによると， 1960年から74年中葉までに62カ閣で

875件の国民化が生じている。

今後は，従来の狭義の同有化は単発的iニ生ずる

ものの，大勢はこのような国民化， 「しのびよる

収用」（creepingexpropriation）によって占められ

るものと予想される催3)0 

2. メキシコの場合

「メキシカナイゼーション」政策は，カノレデナ

メ dトvカナイゼ－－；.， g ン

ス政権（1934～40年）の固有化政策の双生児とし

て展開された氾ド。メキシカナイゼーションの本

質は， 1938年の〆石油業固有化や60年の電力業国有

化とは異なったものである。 40年以降，メキシコ

政府は， 「民族産業」を保護育成することを目的

として外資規制をはがり，法律上「民族主義」的

傾向を表わしてきたが， 「民族産業j成長に伴っ

て外資との協調関係が生まれ，外資規制は絶対的

なものではなくなった。

Jことえば， 19-H年7月の法令は， 「国民による

企業所有の原則」に関して規定し，外資の出資比

率を50%とし，違反した場合には国有化する皆定

めた。 44年8月の法令では，メキシコ国籍を有T

る者ポ，外国人ivr仔の企業を取得する場合には，
その売買行為は所得税対象にならないことが規定

され，メキシカナイゼーションが奨励された。

二うした一連の法令によるほか，個々の分野に

-八、ての政策決定で， 40年以降も「企業の，さら

には広くはメキシコの産業・経済の支配権をメキ

：：／ ゴ人のもとl士おく政策Jを追求してきたが，その

基本椋は40年以降主 7 たく異な.，た方向を追求す

ることになっていった。外資導入については，ミ

グノレ・アレマン政権（1946～52年）が工業化を主上

日的とすることによ 7 て合弁企業におけるメキシ

コ同民のマジヨリ子ィ参加の原則を緩和して工業

化に必要な資本を獲得しようとしたし， 1954年ご

ろから外貨事情が悪化すると外資誘致にも配慮せ

5るを得なくな ・C.!た。

｜新規・必需産業助成法J(1956年発効）償配は，

このメキシカナイゼーション路線に沿ったもので

あり，その後，鉱業法などの産業百IJの法令はほと

んどすべてメキシカ寸イゼーションに関する規定

を織り込んでいる他6）。

こうした背景のもとに，①「メキシコ人投資を
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Ⅱ　メキシカナイゼーションの法律と政策
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n Jキシ今十〆f】！；＇ー乙＇.＇ l:, (I）法j行士1：政龍

ト出資比率

C 1 ) 詞係法規と政策

（｛） 一 也｝L
’＞））仁

出資比率に関するメキシカナイゼーション

は，従来からすIIの法令の適用と行政指導によ

づて実施されてきたが， その基本は1973年の外

資訟で成文化主れたLれ1、。

（ロ）投資寄任上の制限（ii2) 

外資法i土，既存の外資企業に対しては，、Lj該

企業が従来の事業{i継続するかぎり，遡及効を

むさなャヵ：，政策運用の点でi土守戸j一題斤の行

政指導がありうるものと考えられるc

外資法発効iをの投資lこ関するタトiト叶臼資制限

i土，次のとおりであるCiL3）。

a) I吾家に留保される分野（外資止第H主〉

次の分野iこj:5＇，、ては，メキシコ It!民であっても

投資が認められなレ。

石油その他炭｛と水素物質；

基礎石油化学（ぶ 4); 

一一放射性鉱物の開発および原子力の発生；

一一関係法令に定める場合についての鉱業；

一一毛力；

一一鉄道；

一一電話および無線電信による通信；

メキ／カナイゼーソョノ

その他個々の法令に定める活動。

この分野では，右法および収用法により，国益

とやむをえない場合にかぎり，既存企業の国有｛じ

が行なわれることがある。その場合の補償は，原

則として登記所または管財事務所の評価に基づU、

て行なわれる。この場合，外国系企業l土，母国政

府山保護に訴えてはならない旨の「カルボ原HIJJ

Lじalvocloctri.ne）の適用がある (1926年5}j丸日付回

京第294号および憲法第27条参照〉叫5°'o 

b）メキシコ人に留保される分野，および外国人

除外条項を定めるメキシコ法人に留保される分

野（外資法第4条1

ラジ寸およびテレビジョン；

一一市内，都市問および連邦道路における自動車

運送，（／16 J 

凶内航空運送および｜孟内海上運送；はも 7)

一一林業；日目）

ガスの配給；

その他個守の法令または連邦政府当局が定め

る諸規則；こ定める活動。

じ）外資に関する出資制限（外資法第5条〕

1) 鉱物の開発利用

通常の開発権の対象となる鉱物の開発・利用

のJ｛；合・ 0・49%まで〈注9)

鉱物資源開発のための特別間発権の場合－

34%までし注Lin

日） 石油化学工業第2次製品 .... 40%まで(ff]],

iii) 自動車部品の製造 .... 40%まで

JV) 個々の法令または連邦政府当局が定める諸

規WJに定める活動一法令の規定が出資比7容

を定めてL、るときは，その法律に従い，出資

比率を定めてL、ないときは，外国投資は会社

資本の49%以内で参加が認められ，かっし、か

なる場合にも経営支配権を掌握しないこと

ラ
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なお， i司家外国投資委員会（Comisie>nNacio山 l

de Inversiones Extranjeras）は，［3i.]民経済にとハて

有益であると認めたときは．上記比率の増減を定

め，また特殊な場合には．外資が受けるべき条件

を定めることができる。

cl ）既存企業r,0）出資制限（外資討、；＼8 ';f::¥ 

既存企業の資本の:Z5'/i）を超える｛；［；分t:_ < i 土
同定資産0)4（）うらを超える；郊分を取1~｝寸とJ 士訪「

またそ，tlによつて：径営支配権が外資側；二移転す

るようなとさは，国家外＼TH笠資委司会の決定に

基づく主訪官庁の，14：日］ーを·~する。

e) 100＇；｛，外資ら認める JL＇.合（外資法第五条お上び

第12条u主t;，，びに的ii',;J [T業＜la industria ma-
quiladora> に関する問問法第町：m条第；］J頁のどめの

抱行細目IJ第4条〕（注nl

「同境地帯工業化社両日l9fi(i'j：発足〉に忌’代

i司境地1'1H3上び海岸地帯における雇用の促進と産

業開発効果の増大に寄与する産業の場合（繊維を

｜徐く） iこは， 100%外資が認められる。

また， メヰシコ側に適当なパート十ーがL、ない

場合に商工？？に社Lて‘ 4 定期間内iこ株式をブコ

イドアウトすることを約束したときは，一時的に

100%外資も認められるこ Eがあるの

付恩典手：受上の出資制限

日〉新規・必需産業別r;立法（l何五年） (l':11、

この法律には，出資比率につL、て明文札定は

なし、が‘通常外資比率は49%までの案件が税制

上の思典付与の対象となる。

h）産業分散化法 (1972午） (it15、
この法律の第22条 1項では，店、典は外資比率

が49%までの案件に対して付与される，として

いる。

2. 経営組織

6 

(1) 外資法上の規制

外資法第5条i土，外国側パートナーは司その出

資比率を超えて経営構成に参加寸ることはできな

い旨規定しているn しかしながら、 rの程度の経
営参加が／1＇，資比率を超えているのかといった点に

ペケては，只体的た規定がなL、。外資法発効前の

lり10,r-7 Ji 2 rltt外務省令も‘ f弓ーシコ側出資比
士．経常を一配するのにト分な水準にまで高め

ら＇＼.るくきでふる，と定めていたが，具体的な指

,J－；；土fよきれて＼、tu.、，tこ。

したが －＿） て‘外｜司f111Jy：ートトーとしては， どの

但度まで合法的に経’百円支配を確保ずることがで

きる山，またどの程度で、経賞円支配の確保を抑え

ておくことが，摩擦回避にとって f弓スになる山

か，などの点が検討課題となる。

12) 会社法の規定

1934年7月28日付一般商事会社法（以下 l出 l

法jという）の規定上，外国投資家の経営参加が

直接に制限されることはなi.、。むしろ，その逆の

結果になるような規定があるといっても過言では

ない。以下，メキシカナイゼーシヲレとかかわり

合いを有する規定について説明することとしたい

〔注16)

i（：一世

会社、法におL、ては．株式会社（SociecladAn6nima, 

R存して S.A.）の経営構成の決定には‘かなりの柔

軟性がある。まず，会祉のあらゆる事項に対する

権限を l人の「単一取締役J(a出1inistrador{mien) 

：二与えることができる（会社法第142条λ また‘ 三

人以上の取締役を任命することしできるが，この

場合には司取締役：土取締役会（consejo山 admin卜

strac16川として機能4→る。 l王とんどの大規模企業

は，この取締役会によって経営されている。さら

に総支配人（日crentc）および特別支記入を，日常
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の営業のために怪命するこ二とができる。

（ロ）取締役の資格と貰任

！手一取締役または取締役ボ株主でなければなら

ないということはない（会祉法第142条〉。

取締没選任の際には，正取締役および補欠取締

役を選任する己とができ，正取締役が出席するこ

とができないときは，補欠取締役が出席すること

ができる。な：）3、補欠取締役の［14＇諸に制限はな

し、。

り少数株主の権利

取締役会が3人または4人の取締役で構成され

ているときは，少数株主が取締役を選任する権利

は，定款で定められな付ればならなL、。たとし，

株式の25%を代表する少数株主はだれでも，少な

くEも1人の取締役を選任することができる〔会

社法第144条〉。

（斗取締役会

取締役会の問権には，取締役会構日比員の少なく

とも 2分の lの出席を必要とする（会社法第143条

第；i羽〉。取締役会は，通常，メキシコ国内で開催

されるが，国外で開催することもできる。取締役

会の決議は，出席の過半数の賛成i二上ってたされ

る。

的総支配人および特別支配人

日常の営業上必要なときは，総支配人または特

別支配人をおき，これに営業を委せることができ

る（会祉法第14（市〉。支配人ほ株主総会，取締役会

または単一取締役によって任命されるが，必ずし

も株主である三とを要しない。支配人の権限は，

明示して付与されるが，その範囲で代表および執

行の最大の権限を享受し，業務執行行為のために

取締役または取締役会の特加の許可を要しないc

したがって，この場合の総支配人は，通常完全な

権限を有する士とになり，特別支配人は，特定の

メキιfカナイゼーシ宮ン

営業に責任を有することになる。

村社長および副社長

上記のほかに，社長および副社長をおくことが

できるが，彼らは取締役であることを要しないし，

株主であることも要しない。

lト）可変資本会社

会社法は，すべての形態の企業が，可変資本

( capital variablめを採用することを認めている

（会社法第216条，第217条〕。したがって，株式会社

が可変資本を採用したときは，会社の名称、lま「可

変資本株式会社J(Sociedad An6nima de Capital 

Variable，略して S.A. de C. V.）となる。可変資本

とlま，社員の新規出資または新社員の加入で資本

が増加し，出資の一部または全部の撤回によって

資本が減少するものである（会社法第213条〉。通常

の株式会社に比較して資本の増減を定款の変更な

しに行なう三とができ，時間と経費の節約が見込

まれる。その反面，いがなる株主も自己の出資分

をいつでも償還することができるため，その場合

にiま当該会社の財務泰清が急変することもあり，

外部の取引者に影響を与えることがある。

（注1〕 外資法発効前の法制度については，次の文

献を参照。

Escobar, Rafael Martinez de, A Guide to Business 

in Mexico, Mexico, D. F., n. d., pp. 27-129. 

Garza, Oscar Ramos, Mexico aπte la Inversion 

Extranjera; Legislacion, Politica y Prdtica, Nau-

calpan, Edo. de恥1exico,1971, 1 v. 

ケト資法廷効J:t後の法制定にっし、ては次の文献を参照。

Gonzalez-Daz, Au reliano，“A Survey of 1vicxican 

Laws Affecting Foreign Businessmen，” Denver 
Journalザ InternationalLa,e and Policy, Vol. 4, 

No. 1 (Sp，二 1974),pp. 37 50. 

Chav日ro,Yamazaki y Asociados, How to Do 

FJusiness in Mexico, M位 ico,D. F., 1974, 107 p. 

（注2〕 外国投資 lノんめの審告示F続について i;J:，次

の資料を参照。

縦井雅チー；『バキシハ.，－ rゼー÷ョ〉』13ー16ベージ。

7 
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〈注3) 筆者が1970年10月に行なったメキシコ外務

省担当官からのヒアリングでは，出資比運転の算定にあ

たっては，無議決株も算入しているとのことであった

が， 74年11月に Chavero,Yamaki y Asociadosでヒ

7りングをfiなったときは， .~ .;; ；，＼がは Jきりしなか

っf：。

（汀二4) メキシコ憲法 (1917;1）可127条第1款のた

めの組織法（1926年1月） ν引Hil.!H!IJ (1926年3JJ〕

Ul第1I？石油の部，石I由化：；J>')，！よ,17！.＇川二条にお L、て，

r基礎産業原料として使用される製品であって，一次
化学変化の結果得られる石油化学製品もしくは精製過

程セ得られる製品またはニ次もしくは石油の天然保化

水紫を纂に一次物PR処理によって得られる石油製品の

製造jは，爵家事業とすろ fiが規定され、：いた。

(It 5) カノレボ原民日に J ) L、てLt, i大i J文献を参照。

阪井政夫『国際投資法の研究』 7シアfr済研究所

1968ii' ぽt一一73ベージ。

(;Hi) 外資法発効前♂ノ巡辺i人以， :'!1 n政府管鞍の
陸上輸送を例外として，この種の活動に対する外資の

参加を禁止していなかったが，実際には，外務省は外

資比取を49%までに制限してきた。

Clし7) 外資法発効前の航空運送については， 1950

1,. 2リ21u H省関連合委員合対科治331ミで最高49%ま

？の斗'ii｝）出資が認められていf:a まfご運輸法も，題

!7.号'1＇陥；＇；［：門における外霞系企業の存在を認めていた。
海正トー凡、ては，上言己競FU.MO条とjlli締法で，これま

と49%までの外資の出資，；；,i；，：められこさた。

（注8) 訟法第27条の組織法第27条第 1占長および第

4演では， 「株式会社の形態でなく，紫止区域外であ

ることを条件として，外閤人は，土地及び森林開発に

従事することができ，技大限49%ま＇（＇の投資が認めら

れる」となっていた。また.1960年林業法は，商業目

的のためみ林庄M開発は， , o¥ •；.コ＇~.I ！.ぷ）メキシコ人

またはメキシコ人で儀j友三れら二：孔にι：してのみ認め

九れる，としていた。

en 9) 怒法第27条のためしJ組織μ、，＇fc14条，天然鉱
,6開発の部は，鉱業部門でのメキシコ企業に対して外

国人は最大限49%の資本参加を可能としており，また

1961年鉱業法も同様の規定を設けてL、jニ。

（注10) 窓法第27条のための組織法第76条は，槻有

鉱床開発については，メキシコ企業に開発権が与えら

れ，外資はこれに対して:-l4%を限度こして資本参加が

長吉められる， としてL、fこ。

8 

（注11) 懲法第27条のための組織法第4条は，メキ

シコ資本と閣と共同で，先に示した処理（前出注4参

JW.）に統く過程で出てくる化学製品の製造に対して，

外資の40%までの参加を認めていた。

C,U2) 外資法発効前の主な外資IL¥i::'d;IJI浪iJ，次の

と.tiりで主J号。

リノl六円：＼! j仁if漁業一一ー漁業法に上〉ご，地！，xi(（＼業協

!"HH ：，，、；，刊r.,；，野と競合しない／＇.＇.只ね 1.:j 美町1とれ業に
民lし三は， 49%までの資本参加が認められる。なお，

政府の糸認がある場合には，例外として，あわぴ，い

せえir，かき，小えび，あさりなどの採集権が与えら
れる。

②海産物flil:g会社一一最大49%まセ。

(3）食本＋，＇u'1ν）甘ん詰および包装 良夫49%まで。

1.4）ゴム工業一一省関連合委員会Jl!.f','.'tD2糸により，

ゴ人工業〔主としてタイヤ，チューヅ〕へJ投資は最

};,'.9'; ~まじゴムの使用量が少ない製，＼，＇，iJ , : ,:lに合

t i.t. ＇・、。

⑤製造工業ー一一1970年6月30日付大統領令により，

製鉄，セメント，ガラス，肥料，セノレローズ，アルミ工

業に対しては，最大限49%となっている。また，呑水，

コスメティッグ，石けん，ローシ g ン， Pりーム，ポ

マード， タノレカン・パウダーなど？も， 49%こされてい

る。薬品もまた， 1971年1月13[1/t公文忠治1859号に

より， 49%までとされている。

⑤清涼飲料水一一メキシコ外務 i'iI:じ1;:ill｛干全員会

の同意により，炭酸飲料水，または以前を，＼；..七い飲

料水の製造，売買，配給さらには，それらの製造に必

要な且キス，濃縮ジュース，糖蜜の製造，売J'.l，配給

に従事する企業への外資比率は， 49%までとなってい

る。

小出版業一一外務省の同意により、印刷会社出版

s ；トへ ｝＞外資比率は，最大49%となっごL、る。
lメ映［［！l；宅業一一映画産業法により，映画製作，配給，

i :. Iii，，さ ω にテレビフィルム，ゴデオrーブの製作，

円日付． I.I~. Jヨよびそれに付随する治 i討に従事する会

社への外資比率は，最大限49%である。

（注13) 国境地帯への投資の法手続については，次

の文献を参照。

“Mexico’s Border Industrial Program; Legal 

Guidelines for the Foreign Investor，＇’ Denver 

Journal of International Law and Policy, Vol. 

4, No. 1 Iメpr.1974), pp. 89---109 
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メキンカナイゼーション

る。

すなわれ， メキシカナイゼーション政策にもか

かわらず，メキシコにおL、て事業活動を営む過半

数の外国系企業が，総体的にみて外国人権益に属

してし、るということになる。しかも，外資の全部

または，一加を制限する法令が存在していた分野

でさえも，そろいろことがあるということである

+:t1,':i IυJ en 5) そと持no
t, Ji;; l υ、( ii 'J ) i,; 1ト九
;-ti /I、；tノパ : l, Esco］泊r,op. cit. ほか
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十孝！？円つ

中'.j;Jに件、：l'J; I:、nrt:-1転、S:iて.－－－，いてい， i、）， t・η：t; 
JI{<, 

メこtι カナfゼーションの法律と

政誌の運用結果

III 

Cil:l l 。

米欧系企業の場合

Jキじコにおける外国系企業の約80%がアメリ

2. 
般全

先述の第 l去の結果はし、わ

メキシコにおける外国系企業の出資比率

カ系企業であるので，

J;;11表

野分》￥坦
しカミしなカ1の投資意欲をそぐ結果となっている。
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7
3
 

υ
 

ハ
りハU

↓半

1？
O

］
 

調

。

／
J

1

i

に
1
U
H凶
J

T

A

7
9
 

レし

w
ノ
O

A

り

0
1リ
り
山
一
H
Y
1よ

トム

F

O
ノ

6

一
1

ーよ

A斗
A

市

i

1

ょ

に
リ
ウ
d

！
～
%
は
山
一

η
8
川

5

－一

5

0

5

3

zJ
内
／
】

phυ
～u
v
J

苅

一

6
一

必

一

4
2
5
2
1

－〉

4バヨ

t
r
z
－つ
u

f

ァ

数業企

L, ;・;1・ 1 1‘制3,

~牧商業 l 14! 
鉱 業 1 1181 
石油業 1 14' 
製造業.1,107 

ji'_t I :!] 

7武力： l 
－／／ス 5

在11・小売 却4
銀行・金融業 41 
1扶険 19

不動産 74 
航空業 l C) 

1堅持〕付帯4ー 16'. 
ピス I 
その他分類不 .,I 
能の輸送 以・

合 庫 2

一般教育 3 
商業サービス 7自
その他分類不
能の一般向け
＋ーピス
l吹両の製造・
配給・上映
劇場・映岡宮古
主除く上演サ i
ーヒス
レストラL
勺ブ 1 ・パー・
その他飲食店

XXII主子，，・旅館
τマテ

XXUl写真スタジオ
XX！＼＇その他分類不
能の分野

Sep也lveda,op. cit.より作成。

？ンi土実施されていたはずであるにもナイゼー乙

かかわ「）ず‘結果的には政府が立凶したとこんと

かなりかけ離れたものとなっ口、る。

たとえば，1Sl70年末現在で‘メキシコ銀行（Banco

de Mexico）に登録されてL、る企業；土1883社である
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は1020社で全体の54%を占めてL、る。また，合弁会

社のうち外資マジョリティの企業数は14%. 外資

マイノリテ fは31%となっている。メキシカナイ

ゼーション政策が進んでL、る鉱業部F司法乃ljとして

法令上の制限がない分野では，外資はその企業の

絶対支配を意図している点が顕著である。この現

象は，商業部門でとくに著しいc さらに重要なこ

とは，第 1＇こ外資の浸透が企業規模を大きくする

かたちで進んでし、ること，第2tこ法規制が三れま

ではっきりしていた分野て’さえも、かなりの多く

の企業がこの規制に従ってし、ないとし、うことであ
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ばアメリカ系企業のタキシカ十イゼーション政策

に対する回答であるともいえる。このような結呆

を生ぜしめた原［tH土，米欧系企業の湯合，投資の

歴史が｝iいために， メキシカナイピーション政策

や外資関係法令iこ対してもこれまで米欧系企業聞

でよく連絡をとり合って，メキシコ政策内意図

を読みとる努力をしてきたという点にあるといえ

る。したがって‘ 」キシカ十fゼーシ寸ンとはい

っても実際にはふらゆるタイデの投資が Jキシヨ

では可能である ξいうことを， i夜九I土一1－分に知., 

ているわけである。

C 1 ) 好ましいとされるケース仕幻

(0 デュポン

) ，＼・シコ政府の担当官は，政府が希望している

IO 

49% 51% 49% 

I九日mentosy 
I》rυductos
(JuJmicos 

de '.'>lexi 
同 A de C. V. 

〆＼ c JI 
:.- rイ

25% l 75% 

Hal, arborus Stau日er

S. A 
Chemical Co. 

／一込、一ノ 一」0 

投資の事例をよく引合いに出すが，その事例の幅

はマイノリテ f外資から 1(lOSb外資までかなり広

いものである。そのなかでも「デュポン」（E.I. 

【luPont de '.¥ferrnours & Co.）は，よくとりあ；f

られる例である（第 lI叫〕。

一千ュポンの在 Jキシコ子会社は、ほとんどがマ

イ I 1）子 f出資の子会社である。そのうち 1社は

日坊されており．またプキシコ石油公社（PEl¥IEX')

との合弁の会社もある。前者の場合、株式公開に

足るだけの利益が見込まれるまでは株式を信託

(ficleicorniso）併引のかた九で保有させていたもの

である。ヂュポン側としては‘一応現在のような

出資比率方式で満足しているといわれる。

'.1"1 モン伴ント
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「εンサント J(Monsanto Mexic出 la、メ A.）のケ

ースも毛 J干シコ政不jが好ましい事例として上く

あげている。モン／サントはラ 1971年に臼？土の子会

社にi也場の成長会tJ:Iレシスト／＼，－J （｝そesistol）と地

場のf金融機問［デサロ一ヨ．ヱコ／ミゴJ〔Ile円i】
－ 

ff（》II《》 Econ《，》Jnl(

ti：の業j兄は，パート十一同士が消j込するに是るも

のとなり，現在はさらiこ拡張社両をも 土）＇ 「セラ

ニーズ・メヒカー十 j,Celanese rvfcxicana‘S. A, 

アjリカの！？斗ニーてが40%出資）と出資比率50け

50の合弁会社も設立している、

（ベ ブト／レヲスワーゲン

［ブ十ルケスワーヂン I(¥: olkswagen巾 l¥iex,c打、

久 A 山 C V）も好例として政府担当官がよく

引合いに出してくる。当社は100%支配であるが，

メキシコ政府が反対しない理由は，第1；こ当社が

中｜ヰ向けを合む輸出戦略を精力的に展開してL、る

こと，句i'i竺の当社のモヲゴノLの一一つである［件 7 ・-,・ 

'・' J (Safari）ぴ）ill：界における製造拠点と Lて点下

シコを選定したことである（ダクシーに主採用 1

lニ） コグ、r乃

Iコ夕、々 クーi(Kodak :Vfexicana Ltda.）も，I伺%支

配であるが， プキ乙コが求める型の投資として歓

迎されているロその理由は，当社の製品が価格面

で競争力があり， しかも技術的にすぐれた製品を

生みだし，生産の50%を海外で販売してL、るから

である。

。t) ベンチ十’クス（自転it部品）
／くン7＇＇イソケス（ Bendixde九f是正ico,S. A.）もま

た出資の好仔1J,l::して当局がとりあげて＇・、る。当社

は，サン・ルイス・ポトシーにf'l転車のつ守Lーキ

を製造する子会社をもっているが，圏内の低開発

地域に立地したととや，多くの雇用機会を:l'Ji］出し

たことのほか，生産のJOO%を輸出Lていること，

バ•＼ ，勺ナ fぜー〆マ／

さじに原材料の大半をメキシコで調達しているこ

となどで好感がもたれたものである。

(2〕 摩擦を生じたケース

一1j，「Jj資比率問題で当局と摩擦を起こしたア

」IJカ系企業もいくつかある。「イ一トン.1(Eaton) 

「ベンヂイ叶ケス Ict・1動車一部品1，「ユ二十ン・カ

ーパイド」（TTnionCarbide）、「コペーでて I(Kop1百円、

石川f化ヤリ，「パン・ア世リカン・十，i,.7 7 -J (Pan 

American Sulphur，硫黄〕，「ガソレフ・リソーセズ・ア

ンド・よアミカ Yレjl〔；ulfResources and Chemical，硫

古ミ）などがそれであるの逆に．ユーゴ系の「エネ

ルゴインベスト」（Energoinvest‘~器）のように向

発的に自らを少数株主にして成功したところもあ

るc L、j、F，主なケースをとりあげてみることにす

-屯〉「
I(' イ一トン

｜イ一トン・マスファクト！勺レーラ」（Eaton

'vf an ufacturera）は， 1965年に設立されたが，自動

車l:El産化計画に即して60%国産化率も充足してト

ラックのアクセノレを製造し，新規必需産業助成i去

の思l~ も享受すべく、 49% の出資として， 51% を

メキンコ側に譲渡した。 66年はじめに，国産化率

の点では問題がないにもかかわR》ず，出資比率に

ついてメキシコ当局との聞で摩擦が生じた。ますま

当局が主張したのは‘ 51%のメキシコ側株式が実

際iこメキ宇コ人i二議波されているのかどうかとい

う点である。事実，当社はこの株式がメキシコ人

の所有であるということを立証することができな

かった。

イ一トンの場合， 51%のメキシコ側出資のうち

の一部分は， iインミグラードJ(inmigrado，メキ

シコに永住してU、る外国人〕によって保有されてい

たことは確かである。メキシコで公開される株式

のかなりの部分は，このインミグラードの手に入

l I 
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〈三とトラソ 7c7）ヱアプレーキ生産の完全換業に

拡大してい＇）たコこの間 lこ社名も「一ノレノ dソフ

ス」（Frenomex）と変疋されたη

イ一トン｛刻にも三一ぃク〉はあす》

た仁うでめるが，結局はアンダーライヲーのいく

ンコ・ナιf十，~，J (Banco Nacional）に委せるこ

とになった。パンコ・ナシオナルとしとは， l乙；札

ると L、才一！｝1てし、る。

自動車メーカーに個別割当てで輸

三キシコII佳ーのプレー

メキシコflりか

入するイレ－＼ーを除けば，

キ・ 1ーカーであり‘

、＇i社の場台，

資本市場の大半がこのイ J ミゲラードを買い主と

して成りずf：づてL、るため、彼じに上る株式所千1ーに

まつわる問題を解決するのは大さなり＇，ーであ J ' その要請Lカ通し，'lf d古があることは理解できる。

》＇HJJがようやく利益が生じはし

d キシコの株式投資家にと•）ご

があ＇） tこときは，したがって，株式引受けを広く分散させるこた。

めた直後であり，アンゲーライ々ーは続

イ〉ミゲラー！＜＇がメキ

至難のわさであり，とは，

ま什たく魅力のない時期に－致してL、る。i土‘もし，J也に追い込まれた。

最初Jに放出す Jくき株式は51%であぺた（実際にシカナイゼーション政策の上で， :JPメキシコ人で

iJ，＇.：！%がえし＇） ／キ乙コj)!IJノミート十ーの Fにあ v，；：のすご，

政府はこの場合の代｛貨をご汚えてく-1円＂ム） J しかL,

アンダーラ f:Iーとし

ては，外国系企業iこ株式を上場するよう説得する

ことは，不可能となるからである。

あると泊二言されたときは，

当社はそのまま所有していた。Jlfs.泊L 》fこの vご，イ一トンは司

メキ乙コ政府；土，新規の自重IJ:ljJ：部品部門へ

既存ρの投資；こは， 60%のメキシゴ側Lil資とし，

一方，ノ）＇・、

にインミゲご示ー Fを Jヰシコ人としてd!'Jめさせる

ことになっfニ。

メキンJ コ政府と長い訴し什L、を厄れたのへ

イート L〕に日］リ

二れを適用することにな＇）た。べ

! ＇干ン’コ当局 l土， 60':l)ンニゴイノクスの場白には，

けしてさえも，ペンテイヴクス（Ii ifJ;Ij]）出品）

ベンディ、F クスの場合i土，やや異なぺているが．

既存企業に対してまfrしい伏況のもとで政策を遡及

させた点では同じである。当社に対して」キシカ

）
 ，
A
 I
 

これに従•）た場ft

には若干の間制上の恩典と通関上の便宜を供与寸

ると通知してきた。

メキシコHUJ出資を適用するが，

ナイゼーション政策の日：主力がかかったのは，

自動車部品工業のメキシカナイゼ

1965 

そこで‘当社は忠実なるメキシカ十イゼーショ

クスの引受け；斉み資本100万ドルの58%について、

「パンコ・デ・コメルシオ」（Banco<le Comercio) 

との問で信託取決め（注J)を行なった。当社は， 69

年12月までに株式を公開することを約束させられ

ていたが，株式市場が未発達なため，引受け手が

十分に見つから仁結局は当社が従来の出資比率

を維持延長することに成功したのである。

つレノメソン済み企業として恩典を享受すべく，

年以降であり，

ーション政策が展開された時期と一致している。

当社がメキシコにj輩出したのは， 1959年であり，

当初は現地のヱアブレーキ・メーカーである［デ

イセナドーレス・イ・コンストルクトーレス」

(D悶 na出resy Constrnctores）への技術援助とL、う

そのj受，ベンデ fッケスとかたちをどっていた。

その子会社である［ベンディ、ソクス・ウエスチL

ユニオン・カーバイド

「ユニオン・カーバイド（UnionCarbi<le Mex1-

can，し S A.）は， 長年にわたってポリスチレン・

（ベ

ティセナ

iごーレス・イ・コンストルクトーレスの株式を漸

次取得していき， 60年tこは51%,62年には91s:J, 
そして65年には98%に達し，ベンディックスは，

I2 

グ、ノ、ウスJ(Bendix-vVestinghouse）とカL



1975070015.TIF

dキノ ！， .I イーゼー γzノ

プラントで生産されるポリスチレンを引き続き生

ユニオン・カーバ f産し販売することになった。

やや異な－) 

たザイブのう L スである。 1959年の石油関係法規

iこよ J》て，ぷリスチレンはメキシコ側60%出資の

プラントとして；長荒してきたもので、

モンテレイ市のイラントの管理をブ。口デードは，

出資比率に閲するメキシコ

政府の圧力はなくなり，他の部門の拡張に主力主

zj：ぐことができる上うになったわけである。

件に：委せたことのゐら，しかし， 土

主主な既存外資系企業は、資格審査を免れるため

｜祖父条項」（grandfatherどlause) (I) 5）を適用させ，

企業のみに認められる産品となった。

日系企業の場合

出資比率

3. 

( l ) 

このi:jqこは， 100%従来の出資比率を維持した。

出資の「モンサントJ(Monsanto Mexicana喧 S.A.) 

さ主ざまな投資動機を有するが，

半数以上の企業は何らかの形で合弁方式をとって

し、る（住6)0 

般

日系企業i士、

戸、
二ι（イ 1「パディァシェ・アニリンJ(Badische Anilin & 

1973年3月現在の海外投資実摘（円本銀行許可べ

メキシコ向けわが国海外投資のース）でみると，

Soda Fabrik AG, BASF) 60%出資のユニオン・カ

ーノξイドの子会社が入っていた。その後，新規投

資を行なってきたのは， 69年に「シンクレア・コ

パーJ(Sinclair Kopper）が40＇%出資した「プロド

ゥクトス・デ・エステ fレーノ！ (l》roductoscle 

Estircno, S. A「略 L て ~i＇ 戸デーザ（Prodesa＞）だけで

2三

わが国外国為替管理法上の証券取得に属す

る企業の出資比率は，第2去のとおりである日710 

高 1去は，外資法発効前の企業の結果なので，

') t)' 

ある。

19G9年までは，

H節に記した特別諸法とメヰ出資比率の決定は，

この業種ではとの企業もメキシ

カナイゼーンヨンの圧力をかけられなかった。ユ

ニオン・カーパイドもすでに完全操業中であっ7こ

わが国企業の出資比率

企業日～25～51～75～
0, 100% 数 24%50?0 74%'99 ,o 

42(7ll Wi'zll4) 3d 2 14 

1(1＼－【 I111) ！ー

1:1,, I 1(1)- : 

25l4:.! 2(1) ] 51 '.! ,1 1(11 2 

1 ' ' ' 
111,: 111¥ ' 

1 1 一一一
(ilJl ,1 1,11, 1 
' 5 ＇ー！日ー｜
31J¥ I J(f1 l 

, 411）＇ー I 4(11；一一 1--

叫－卜 i1(1)1-
12 ト I4 1 J 」

つ I I I 

シコ当局の行政指導によっていたものであるが，

dキシコ向けわが因企業の出資比率

1.1973年3月現在）

tl;2表プラントを拡張したり変更Lたりするにはメ

キシコ政府の承認が必要で、あり，

黙に出資の20%をメキシコJlll]fこ譲渡するように圧

そのためには当

カ：，

台；H

i官l 水ペt ;!ti 
負］；、私

製造業

食品工業
繊維工業
化学工業
科書実 業
機械工業
,-i機［業
輸送機；L ＇た
その他

金融・ Vi'. I漁業

商 業

その it!L

f
 

M
川ゴ：寸古監l'L 

力がかかることは必至であった。

ポリスチレン部門は小さいの当干f：のなかでは，
I

H

E

 

ゴの部門をで，株式の譲渡に上る得失を熟慮L,

5

1

一
l

上記プロ平一什に売却することを決定した。当社

＂.］社はべ －'7とブ。ロデ一千との間の取決めでは，

ライトのような主要産品は，引き続きその生産ラ

') ユニオン・カまた－；／＇口千？ーサ；土，インで、生産：L'

円

H

V
門
川

ーノミイ Fのレーベルと技術をそのまま使用し C;f 

リスチレンを生産することになった。そして，

モンテレイ市の7＂ロデー

内

4

つμ

13 

（出所〕 日銀資料より作成。

（注） ( ) ［！す：土，投資を処分した件数。

7
 

ロデーサはテイサノミン tメ斗シコン子 fに近ν）の

ニオン・カーバイドは，

サで生産されるポリスチレンの，h)誌は筏保し，
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伸長の著しい新製品についても将来輸入制限が実

施される可能性があるところから，長期的観点か

らすれば，合弁形態を維持して現地側出資比率会

高めることが望ましいとの判断が社内でなされて

いるようである。。

第2表から明らかなことは、これまでのとこ九

日本怖がマイノリテ f出資のブロジェクトで株式

わが国企業の場合は，マイノリティ所有が過半数

を占めており，出資比率のメキシカナイゼーショ

ンに対する態度は，一応妥当であるということが

できる〈注8）。

を処分して引き楊げたものが多いことである。緒

日本側所有分が異業種々の理由が考えられるが，

（とくに製造業と商業）複数による所有である場合

外資法発効後に進出したA辻（機械〉の場介に

は，政府が当初の許可条件としてメキシコ仰の

60%を襲求してきた。製造品目は出資制限品目で

はなかったが，相手ノfートナーが「産業分散化法」

の第E地域に存り，恩典享受のためには同法；こよ

り日本側が94%までの出資という制約があった。

若干のケース〈注目〕）
 

円
ド（
 

とくに問題が越えニるようである。

(2) 

この分野には，企業秘密tζ属することが多く，

尖体の把握は十分に行なうことができない。ここ

経営組織

に，

メキシコ

例lは政府機関40%，政府系メーカー20%というこ

とで結着をみたが，

日本側40%,A社は熟慮のうえ，結局，

これは外資法上の出資比率規

では，一応筆者がメキシコで行なったヒアリング

とアンケート調査で明らかになったごく一部のデ

ータをもとにしてI見明しておく litU、。

定よりもきびしいものとなφ たわけである。

かつて日本のメーカーE社（機械〉の場合は，

官民合弁のケースー－A,

A社（機械〉は，取締役7人のうち，

の取締役は3人であるが（出資はII本側40%），定款

によって取締役会の決議は，

土
AJTι B
 

j
 
i
 

－

L
 

日本側が49%を買収したところ，

メキシコ側ノfートナーが掛りの51%も先渡しを言

他社と技術提携をしてu、た会社を買収したもので

ある。最初は，

日本国籍

これも買収し合わせて 100%の

6人の取締役の賛成

を必要としている。

なお， A社は，パートナーとの意思の疎通をは

この決定を取締かるため「執行委員会jを設け，

役にあげていく方法をとっている。

うちの50%を銀行への信託株とした位10¥Et土の

場合は，外資法発効直前に合弁契約書を締結した

ものであり，発効後であれば，外資法第8条によ

り25%買収でも政府の事前許可が必要で；あ＇）たは

ずである。

J社（電機）の場合も，当初49%出資であった

ってきたので，

E社

C社（機

100%外資のケース一一C,

メキシコ側との問題はありえないが，

D, （ロ）

械）では役員の任免，増減資，資金調達，決算，

製品の種類，輸出品目と市場の決定について株主

としての日本本社の事前承認をとってU、る。

E社（機械〉は，信託株位13）の関係で，株主給

会とはべつに「特別委員会」を設けヲ信託者と受

託者の意思の聴通をはかっている。信託分を除け

その後メキシコ側ノfートナー（複数〉分51%

を買収し，これを同じく銀行への信託とした1/rll)o

J社の場合u，外資法発効後である。

M社〈製造業ーその他〕の場合は，生産品目がL、

が，

50%出資で日本国籍取締役の員数も 8人中4ば，

ずれの制限業種にも該当しなし、ため，

受けていないc 増資後， M社における日本側の出

資は94.5%となっている。しかし，組立て用の資

材輸入について許可制がとられており，また最近，

出資制限を

14 
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人となっており，決議に際して賛否同数の場合は，

取締役社長が票決権を有し口、る。この取締役社

長にH系メキシコ人を就けてu、るc

Et＼；はまた，かつての所有者がポーランド系ユ

ダヤ人（メキシコ国籍）であったが．引継ぎにあた

っては，このユダヤ人をパートナー；ニ選ばなかっ

た。

D社（商業）は，正確にいえば，日キ；＞t三社96＇~も，

日本からのアメリカ子会社・カナダ子会社・ベネ

ズ、エラ子会社・コロンピア子会社各1%としてあ

り，諸々の意図をもたせている。また，取締役之

の決議は，全員出席で過半数の賛成を要するとし

てャる。

けマジョリティ外資のケース F, G社

F社 t輸送機）も， Ctl：同様の方法で日本本社

と連絡をとってL、る。

G社（機械）の場合の強味｛よ，パートナー選定

の妙である。すなわち，株主であるべートナーが

全く地場企業でアメリカ製品の販売総代理店とし

て営業していたことである。したがって， Gt上の

製品は，既存のアメリカ製品販売摘をそのまま引

き継ぐことになったわけである。

付 50%外資のケースー一－H社

このケースの経営がも J Jともむずかしく、 H社

（電機）の場合も現状では必ずしも経常がスムー

ズ、に行なわれているとは思えなL、。

出資比率に合わせて取締役も50%で各8人であ

るが，取締役会長と専務取締役をメ有シコ側がと

1入日本fllilが総支配人をと ＇） ているが，やはり経

営組織のバランスがよいとはいえなL、。また，小

規模のH社に16人の取締役が必要であるのかど弓

かも問題なしとしなし、。

(-t0 マイノリティ外資のケース ーJ,K, L社

J社（電機）は，信託株ほ14）分を加えると，実

λc＼〆土 f ；ピ－ / " / 

as 2 図 K fi: （機械）の経営組織
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,,U .））；土Zキシコ［司籍。⑥i土日本国籍3 総支配人

i::t副会長方、＇.）責務，特別支配人は非株主。

際には100%支配であり，日本本社との悶係は仁社

ど同じである。ただし，取締役会長のポストをメ

キシコ人に与えているのは興味深し、。

K社（機械）と J社の共通点は，取締役会長を

メキシコ人としてL、るものの司総支配人を日本側

がおさえていることであるコただ， K社の取締役

会の構成が出資比率と無関係で， メキシコ側が5

人中 4人を占めているのが，興味深い（第2凶。）

L社（化学〕もきわめて類似しており，総支配

人はメキシコ人であるが，これには日本人アドパ

fーがーをつけてし、る。

Cd. l〕 Sep白1、・ed日， op.cit., pp. tヲ1 日
（正日〕 4;1;; :.t，主としてLたJ〕資料に4¥'!L、と，，、る O

Business International Corp., ,Vationalism in Latin 

A m円・ica; the Challenge and Co，アorateRespons人
New York, 197(); , }de.rんο，Operating for 
Pro.fit in a Challenging i'¥iarkc’t, NマewYork, 1971; 

¥Verrett, Ro同 m山 y，“ l¥1exico、Drawingthe Reins 

Iう
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on Foreign Investment，” Col即時bia Journal of 

World Business, Vol. 9, No. 1 (Spr. 197 4), pp. 88-

97・“Pennw孔ItFits New Investment to Mexico’S 

Rules," Business Latin America, 27 Feb., 1主17,J

“恥1exicanization；羽ThatJoy's Strat白gyIs，” Business 

Latin America, 21 Nov., 1973. 

(ii ::i ) 1,l.;Ul-'制度につL、ては，本的IV,1 (3) t; Jh',1。

（注4) I日］」ニ。

( ,L：今 5) そ一、Ii主点での;t;j;lj度上欠桁袋件となること

があ Jノても，あるケースに｜浪つてはこれを欠格支件こ

しないというもの。

C/1二6) 数年ii1rの謁査紡果についUん岡部広治・

淵村和次「巨系企業」（肉店iぷ治編 1liil品曾） 337-375 

ベーν。
Ot 7) 1974年3月現在，メキシコ｜旬け証券取得件

数以， 58件である。

（注8) 第1表もあわせ参照。

(tt 9〕 A～M社という呼称は後出IV, 212）の呼称
に一致している。

〈注10) 本稿IV, 113）参照。

Otll) 本稿IV, 1 (3）参照。

rn12〕 テータ lま，ほとんどが74>!l l )j現在，＇） i, 0') 

である。

(il:13) 本稿IV, 113）参照。

（計二14) 本的IV, 1 (3）参照。

N メキシカナイゼーションに伴う

法律と政策上の問題点と対処策

ト出資比率

(1) 会社法の規定

(f) 株式の発行

会社法上，株式会社にあっては， Aシリーズ，

Bシリーズの複数の株式を発行するごとを認めて

いる。 Aシリーズ株は， メキシコ入かインミグラ

-i:曜日のみが所有可能であり，譲渡は禁止され

る。 Bシリーズ株は，外国人かまたはメキシコ人

もしくはインミグラードによる所有が可能であ

る。

16 

したがって，たとえぽ日本側がマイノリナィ出

資であれば， Aシリーズ株51%,Bシリーズ株49

%比率でAをメキシコ叫， Bを日本側とするもの

の，一方で定款をもって，総会の決議方法に工夫

をbuえておくことができる。この場合，総会の定

足数は， A,Bそれぞれの過半数の出席とし，決

議事方法は， Aの過半数とBの過半数の双方の賛成

を必要としておしこれが， A側の一方的な決議

に対する抑止措置となる。

吋少数株主の保護

会社法上，資本の少なくとも33%以上の株主が

あれば，株主総会招集を請求することができる

〔11'i184条）。したがって，マイノリティ出資であっ

ても，何らかの主張を会社の機関で行なう機会は

確保することができる。

付株主総会

定款に定めのなU、かぎり，普通決議怯引受け済

み資本の過半数の出席で，出席の過半数の賛成が

必要であり（会社法第189条〕，特別決議は，同資本

の4分の3の出席で，資本の過半数の賛成が必要

である（会祉法第190条，第191条〉。マイノリティ出

資の場合には，定款で十分の配慮が必要である。

なお，株主の代狸出席に規制はない。

(2) 名義株制度

「名義株制度J (fレスタノンフ、レ（Prestanombre)

は，これまで一般的であった。この場合には，実

貰的に外資側がマジョリティを所有していても，

表面的にはメキシコ人株主がマジョリティを所有

しているごとになり，実質上の「所有」の支配を

確保することができた。

しかし，今回の外資法第31条は，外資法の定める

法人，自然人などが， メキシコ人に留保されてい

る権利の処分や取得を正当な要件を満たさずに行

なったときは，違法行為とされ， 9年以下の懲役
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または5万ぺゾ（約120万円）の罰余を科されるこ

とになっfこC したが Jて， これからは名義株主制

度の利用は少なくとも法律tは厄介な問題を伴う

ことになるわけである。

これから名義株主の存在を避けるのであれば，

出資制限を充足し， 日！J途会社法 i二主たは経営契約

などの規定で「経営jの支配を得ることを考える

必要があろう。

この場合にも，外資法第5条により， 企業への

外国側パートナーの経営参加は， その資本の参加！

比率を超えることはできないことになり． いかな

る基準をもって出資比率を超える経営参J'Jnt七率に

なるかの判断が． メキシコ政府の三子に委ねられて

いることに留意しなければならない。

さらに， J}ljの技術導入法によって，経常契約七

メキシコ政府による審査の対象となることを銘記

すべきである。

(3) 信託株制度

「信託株制度J（フィデfコミーソ（Fideicomi町〉〉

f'i, すぐにはメキシコ側パートナーを見出すこと

ができないという場合であって， メキシカナfゼ

ーションに介致させたいときには，

あるものである。

きわめて興味

この制度は， 一般には， まず銀行が当設株式の

議決権を取得L，他方， 会社はー信託期間中，阻

当を受ける資格を有する旨の参加証書を保有する

というかたちで取り決められる。信託期間が終了

すると，受託者とそのブローカーは，議決権と配

当参加権の双方を有する株式を売却すらことにな

る。

最近， 2, 3年，メキシコ資本市場では新株発

行に対する応募が思わしくなく，当分の間信託抹

制度は存続しそうであり，今後ともこの方式；土，

メキシカナイゼーションを日的とする公開上場の

メ斗 J つ十イピーショ〆

出jの有効なステップになるものと,Ii!;，われる。

この方式は，メキシコ当局も一応満足しており，

会社側としてもあまりに強力な地元パートナーと

組まなくてもすむという利点を買っている。会社

にとずラては‘強力な地元ノfートナーと組むことに

よって， 世キシカナイぜーションをiiめるという

のは‘最後の手段である。

メキシカナイゼーションを日白りとして｛言まEを引

き受ける Jキシコの銀行側には一定の政策とか基

本とヤったものはtn、し．また銀行間に大きな相

違があるわけでもない。信託の取決めは，個々に

違ろが， どのような条件にするかは、当技会社の

株式が上場されたときの、 その株のボテンシャリ

ティー司会社の規模．株式の額， 会社幹部のパー

ゲニング・パワーといったようなことで決まって

くる。銀行の手数料；土，信託額の0.5～1.0パーセ

ントである。期間は通常は 3年であるが句 10年間

という特別期聞のものもある。

信託の取決めは． 一見問題がないようにみえて

も， 実際には多くの問題が生ずるわけで、 すべて

の企業に取決めが通用するわけではないっ たとえ

ばア l 1.1力のある資源開発会社の子会社は，最近

信託の取決めを希望したが， メキシコ当局はこれ

を己Eめず， 厄介な」キシコ人投資家と組まざるを

えなくなったc 従来は， 当局は議決権株のメキシ

カナイぜーションのみにこだわっていたが、本件

は天然資源の開発から生ずる配当にまで、反対して

きたわけである。

信託株制度に｛、I＇うもう－／）の問題は‘当該株式

を公開したあとでも， よとの銀行がこれを購入した

り幾らかを保有したりすることができるというこ

とである。

とである。

能になり，

こhi土， ごく一般に行なわれてL、るこ

この場合，銀行は議決掩株の所有がr,J

会社としては従来の受託者としての銀

17 
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方法としては，パートナーの多国籍化も検討に値

する。

アメリカの「セラニーズ・メヒカーナ」（合繊〉，

フランス系の「インドゥストリア・デ・イエロJ

(Industria de Hierro，鉄鋼〉，カナダ系の「ブリスト

ル・デ・メヒコ」（Bristolde l¥!exico，航空整備〕な

どは，世銀グループ。の国際金融公社。FC)の出資

これを断わる行をパートナーにしたくなくても，

一般的

には銀行は議決権行使にあまり関心はもっていな

いようである（注2）。

しかし，ことは不可能になるわけである。

出資金の調達(4) 

メキシカナイゼーションの要一般的にいえば，

メキシコ慨には出資分に汚て請にもかかわらず，

る資金さえ必ずしも十分ではない。 とくに「インドゥストリア・デ・も仰いでいる。したがって，

イエロJ（在ケLーケロ）は，第 3関のようにきわこれからは，外国投資家側でいわゆる「ローカル

メ

キシカナイゼーシ自ン上の摩擦回避の面でも，ま

た将来在メキシコ日系企業が多国籍企業に成長す

るうえでも，参考になろう。

こうした出資の温合せは．めて国際的である。メ

キシコ側ノ｛－トナーを支援することも検討しなけ

ればならない。わが国との関係でいえば，中小企

・キャピタノレJ（メキシコjfti]出資分）を調達して，

法律上の問題

H節に記したとおり，メキシコの会社法上，外

国投資家の経営支配を規制するもの改ほとんど見

当たらない。したがって，外国側株主とメキシコ

側株主との合意があれば，合弁契約書と定款の内

特は，むしろメキシカナイゼ－s＂］ン政策と逆に

経営組織2. 

自己の出資分を「海外貿易開発協

会」の資金で調達し，メキシコ側の出資分を「ナ

シオナノレ・フィナンシエラJ(NAFINSA）からの

業の場合には，

）
 

4
E
A
 
（
 

ということも考えられる。で

きれば， NAFINSAでの「B墨投資基金jと

か海外貿易開発協会でのローカル・キャピタyレの

基金などの設置の案が検討されてもよい〈注3〕。

貸付けで調達する，

その際，前出の名儀株，信託株の利用による所

有の支配の問題も生ずると思われるので，

注意することが必要である。

とくに外国側がずイ

ノリティ出資の場合に，所有の支配を失うかわり，

経営の支配を得ることは，設立手続上も容易であ

己のケースは，国家外国投資

なる可能性もはらん！でいる。十分に

株主の多国籍化(5) 

る（注4)。すなわち，

委員会による設立関係書類の審査がないわけであ

る。

日本側の出資分がメキシカナイゼーションの対

メキシコ

政府ノξートナーとの摩擦が生ずることを回避する

象となることによってメキシコ政府は‘

l一国際機関－ IFC 
｜ーメキシコ政府－NAFI NS.A 

，－出資一｜ーメキシコ民間一IngenierosCiviles Asociados, S. A. de C. V. 

Industria de Hierro I I 1-Banque Nationale pour le Commerce et l’lndust由
I l一フランス民間一！
I '-Establissements Neyrpic〔エンジニアリング会社）

［ー貸付一国際機関一IDB〔刺十l開銀）
International Finance Corporation, Annual Report, 1963-64および 65-66より作成。

（＞ドワストリア・デ・イエロの資本構成~ 3図

（出所）

18 
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問題は，どの時点で外資法第5条にいう「出資

比率を趨えない経営参加比率Jが判断されるのか

ということである。また，外資法第31条にいう名

義株主を利用しての反メキシカナイゼーション活

動処罰の規定がどのように適用されるか．という

ことも問題である。これらの問題は，まさに個々

の事例に対するメキシコ当局の判断をまつほかは

ない。

(2) ハートナーの選定

合弁の相手方いかんで事業成否の大半が決まる

ことは，いうまでもなし、。メキシコでもそのこと

が当てはまる。ここではいくつかのタイプのペー

トナーについて記しておく。

げ）地場企業を選ぶ場合

あまりに強力なパートナーを選んだときは，諸

々の理由から外国投資家のイニシアテfブが発揮

しにくくなる。この場合は，できれば地場企業を

選ばず，メキシカナイゼーシ百ン上のことであれ

ばむしろ信託株制度を利対した方が賢明であろ

う。日系G社の場合，メートナーとして池場企業

を選んだが，これはむしろ，既存の販売ルートの

確保に目的があったためであれ意図は達せられ

ているようである。逆tこ狂社は，諸々の点で問題

をかかえてしまっている。

（ロ） ユダヤ議メキシコ人を選ぶ場合

メキシコではこの種のパートナーは，金融感覚

にすぐれているものの，企業育成にやや難点があ

り，あまり好ましくない。 E社の場合は，かつて

の所有者がこのタイプであったが最終的には彼ら

と組まず，信託株昔話度を採用した。

付銀行を選ぶ場合

ユダヤ系メキシコ人と問じことがいえる。銀行

はむしろ信託株制度の受託者として利用すぺきも

のと考える。

メ守手力ナイゼ一手ョ ＇.／

政府を選ぶ場合

メリットは競合メーカーを駆逐したり，操業中

の諸々の官庁事務手続をスムーズにするなどの点

が考えられるが，デメリットとしてほ，企業経営

能力の有無にかかわりなく，役員が政府から派遣

されてくることである。 A社の場合はむしろ現状

ではメリットの方が多いようである。

日系人を選ぶ場合

日系人と組むこLとは，なれ合いの感があり，海

外投資という評価を受付にくu、ので避けるべきだ

との意見がある一方，たとえ5%でも日系人に出

資させるべきだとの日系人側からの意見も他方に

ある。アメリカの「インミグラード」の出資をメ

キシコ人の出資をみたすか否かでメキシカナイゼ

ーション政策上論議のあるところであり，この問

題には当局の誤解を招かないよう十分な配慮が必

要である。 N社（食品〉は，このタイフ。であるが，

今のところとくに当局からの指導はない。

〔iil) 本総面、己(2）（イ）参照。

(ii 2) Busine出 InternationalCorp., Mexico, p. 

41. 

Ci± 3) この構位、は，現在日本とメキシコの関係者
,liiJで検討され一日、るようである。

桜井雅夫『メキぜカナイゼーシ a／』 13-16ベージ。

結びにかえて

本稿では，国民化の背景，国民化政策と法的な

裏づけ，そしてこれに対処する外資系企業の所有

と経営支配の実態をみてきた。

今後，出資制限をlj件として認めたうえで経営

支配を把握するために，外国系企業はどのような

方策を考えるであろうか。現在，国連工業開発機

関何NIDO）や国連貿易開発会議（UNCTAD）で

19 
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は，外国系企業と受入れ国政府の双方にメリット

のある新しいタイプの合弁契約，経営契約、技術

契約などのあり方を検討中である〔注I〉ヨイン F',

フィリピンなどとならんで，メキシコにおける諸

々の契約を詳細に検討することは，学問的にもま

た実務的にも ）（v、に意義のあることと考える j 本

稿の結果弘ふまえて，この分野の調査研究を一層

進めていきたい。

〈注 1) UNIDO, Manual on the Establishment 

of Ind.川 trialJoint-Ve仙川’ ，1greements1 n Deve-

loping Countries, New ・York, 1971, 76 p. （～～井雅

夫他訳「発段途上国における合弁契約；！？「I'日立の手引J

〔『国際商事法務』第3巻第1り 1975年1月以降連載

中〕〕。

UNCTAD, Restrictiτ•e Uusiness Practi山 ＇S; I’re-

アジア経済研究所干IJ行川川

鈴木長年幸福

アジアの経済発展と輸出指向エ蝶化

双書223//A 5 f!J/370頁／洲口昨］

徳田教之・辻村明編

中ソ社会主義の政治動態

双書224ノ／A 5 'l'l]/279頁／2900［可

川””’’1’’’＂＇’』 1’’＂＇”’』
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liminary Report by the UNCTAD Secretariat, 

(1二N_〔Doc.〕LTD/B/C.2/104, Corr. 1～4) Jan 

1 ()7]_ （抄訳はえ il：取引委員会事防i,;Hi斤部国際課jfz,I'. 

「11：際カルテ＇ lY村：uカルテル14-i －： ージ）
(t弁契約における出資比率と，諸々の契約における

経償支配と利主主との関係については，次の二つの論文

之丞主照。

¥" ernon, Raymond, The 01り正T,ltw

tio月α1 【lnitedSt正itesEnterprises in Developing 

Cou月tries;1吋heirRole in Trade and Develop-

ment, New York, United Nations, 1972. （「開発途ヒ

におけるアメ 1げ J ち国籍企業，＇）円 fbl〔『エカア了，；'c-j

f、町科月報』 J97 4 {! 1の月号〕） L I ,f‘De la T引rre,

Jose，“Forei軒nInv巴stmentand Export Dependen“ 

cy," Economic Development and Cultural Change, 

1ア。1.23, No. l (Oc1. 74), pp. 133 150. 

れ〈済協力調許可； t （巴調査研究l't) 

ジア諸国は近年経済発展の軸を輸入代替工業化から

輸出Hi向工業化へfち十途を模索しごし、品。本書は了シ7

諸国の繊維，合板，ヅラスチック，電子，農機，肥料な

どの工業の実態を通じ，輸出指向工業化の問題点を巨視

1'1＇.；‘問視的に分析「土； 0 

本研究は比較政治学の立場から中ソ両国の国内政治に

おける権力移行の動態を分祈し，それそ

L乃特f政と対立点を拍ii＇，するととも；：： J七較？士会主義(4；、司ii］言告
v)た，i)の理論的仁Lネ且のJi＇青立への手社十｝）を探ろうとする D
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